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１．はじめに 

 女川２号炉の津波レベル１PRAについては，第142回審査会合（平成26年9月30日）

において説明 

 

 PRAに使用する確率論的津波ハザードについては，申請以降に得られた最新知見と，

審査実績を反映した再評価を行っており，結果については，第466回審査会合（平成

29年4月28日）において確認されている 

 

 上記を受けて，今回，更新された確率論的津波ハザード評価を取り込んだ津波レベ

ル１PRAの再評価を実施し，重要事故シーケンスを再検討した 
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■ＰＲＡの実施目的  
 重大事故等対処設備の有効性評価を行う事故シーケンスグループ等の選定に活用する。 

 
■PRA実施範囲 

 これまで整備してきたアクシデントマネジメント策や緊急安全対策等を考慮しない仮想的なプラント状態を想
定し，以下の評価を実施した。 

女川２号炉 
のPRA結果※ 

必ず想定する事故シーケンスグループ 
 

1. 高圧・低圧注水機能喪失(TQUV) 
2. 高圧注水・減圧機能喪失(TQUX) 
3. 全交流動力電源喪失(TB) 
4. ＬＯＣＡ時注水機能喪失(LOCA) 
5. 崩壊熱除去機能喪失(TW) 
6. 原子炉停止機能喪失(TC) 
7. 格納容器バイパス(ISLOCA) 
  （インターフェイスシステムＬＯＣＡ） 
 

※ＰＲＡに基づき，追加の事故シーケンスグ
ループが無いことを確認 

有効性評価の例 
 

事故シーケンスグループ：TW 
重大事故等対処設備 
 ・原子炉格納容器代替スプレイ冷却系 
 ・原子炉補機代替冷却水系 
 ・原子炉格納容器フィルタベント系 
 ・常設代替交流電源設備 

事故シーケンスグループ及び重要事故シーケンス選定の全体プロセス 

・内部事象運転時レベル１／１．５ 
・地震レベル１ 
・津波レベル１ 
・内部事象停止時レベル１ 

２．確率論的リスク評価（ＰＲＡ）と有効性評価の関係 
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３．津波レベル１ＰＲＡの手順 

プラント構成・特性及びサイト 
状況の調査 

事故シナリオの同定 

確率論的津波ハザード評価 

建屋・機器フラジリティ評価 

事故シーケンス評価 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

手順の概要 

津波ＰＲＡに必要なサイト・プラントの各種情報を収
集し，対象施設の設計及び津波による影響を把握
する。 

津波の影響を具体化して事故シナリオを抽出し，ス
クリーニングを行う。残った事故シナリオから起因
事象を同定し，評価対象とする建屋・機器リストを
作成する。 

女川原子力発電所において襲来が想定される任意
の津波高さと，その高さを超過する頻度の関係(津
波ハザード)を評価する。 

建屋・機器リストに記載の設備について，津波によ
る損傷モードを分析してフラジリティを評価する。 

津波高さ毎に事故シナリオを明確化してイベントツ
リーを作成し，炉心損傷頻度を算出すると共に主要
な事故シナリオに対する分析を行う。 
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４．プラント構成・特性及びサイト状況の調査（１/３） 

■サイト・プラント関連情報の収集・分析 

 津波PRA実施に際し，内部事象運転時レベル1PRAにおいて収集した情報に加え，以下の情報を収集・整理 

・ 配置関連設計図書（全体配置図，機器配置図） 

・ 確率論的津波ハザード評価 

・ 敷地浸水解析結果 

 

■プラントウォークダウン 

 机上検討では確認が難しいプラント情報の取得及び検討したシナリオの妥当性確認をするために，以下の観

点でプラントウォークダウンを実施 

・ 津波影響の確認 

・ 間接的被害の可能性の確認 

・ 津波伝播経路及び建屋開口部（貫通部） 
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４．プラント構成・特性及びサイト状況の調査（２/３） 

■対象プラントの設備配置の特徴 
 基準津波による遡上波が設計基準対象施設に到達及び流入することを防止するために，防潮堤

（O.P.約 29m※）を設置 

 海と連接する取水路等からの敷地への流入を防止するために防潮壁を設置 

 建屋への浸水の可能性がある経路，浸水口（扉，開口部及び貫通孔等）に対して，水密扉の設置，

貫通部の止水処理等の浸水対策を実施 

 引き波対策として，取水口敷はRSWポンプの取水に必要な海水を確保可能な構造 

使用済燃料プール 

【原子炉建屋】 

原子炉格納容器 

敷地高さ 

 O.P.+13.8 m※ 

常設代替交流電源 
O.P.約62m 

除塵機 海水ポンプ 

【制御建屋】 

  津波防護設計においては，2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動に伴い，一様に約１ｍの沈降が発生
したことを考慮した値を用いる。 

※  Ｏ.P.（女川原子力発電所工事用基準面）＝T.P.（東京湾平均海面）-0.74ｍ 

防潮堤 防潮壁 水密扉 

水密扉 
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■津波ＰＲＡの評価対象設備 

 今回実施するＰＲＡの目的が重大事故等対処設備の有効性評価を行う事故シーケンスグループ等の選定へ
の活用にあることを考慮し，これまで整備してきたアクシデントマネジメント策や緊急安全対策等を考慮しない
仮想的なプラント状態を評価対象としてＰＲＡモデルを構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 津波PRAで評価対象とする設備は，内部事象運転時レベル1PRAにおいて対象とする設備の他，以下の止水
対策を対象とする 

• 防潮堤 

• 防潮壁 

• 開口部（取水路，放水路）閉塞板，閉止板 

• 水密扉 

• 貫通孔の止水 

４．プラント構成・特性及びサイト状況の調査（３/３） 

対象 許認可対象 モデル化採否 

設計基準対象施設 対象 モデル化する 

ＡＭ策 
（平成４年計画以前） 

対象外 
「設計基準事故対処設備の機能を作動させるためのバックアップ操作」はモデ
ル化 

ＡＭ策 
（平成４年計画・整備） 

対象外 モデル化しない 

緊急安全対策 対象外 モデル化しない 

重大事故等対処施設 現在申請中 モデル化しない 
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津波による事故シナリオの分析(例) 

津波PRA学会標準の記載 
影響を受ける可能性のある設備 考えられる事故シナリオ 

津波の影響 影響の種類 建屋・構築物，機器・配管系への影響 

直接的 

浸水による設備の没水，被水 
設備の動的機能喪失 
電気設備の発電／送電機能喪失 

主変圧器等の没水による機能喪失 
主変圧器等の機能喪失により外部電源喪失が
発生する。 

燃料移送ポンプの没水による機能喪失 
燃料移送ポンプの機能喪失により，事象発生8
時間以降の非常用D/G運転が不可能となる。 

海水取水ポンプの没水による機能喪失 
海水取水ポンプの機能喪失により，原子炉補機
冷却海水系が機能喪失する。 

屋内設備の没水による機能喪失 
建屋内への浸水に伴い，屋内設備が没水で機
能喪失する可能性がある。 

津波波力，流体力，浮力 建屋・構築物，機器・配管系の構造的損傷 

防潮堤の波力による損傷 

発電所敷地及び建屋内への浸水が発生し，設
備の機能喪失による原子炉への外乱が発生す
る／発生した外乱に対する緩和設備が機能喪
失する可能性がある。 

防潮壁の波力による損傷 同上 

原子炉建屋（外壁扉）の波力による損傷 
設備の機能喪失による原子炉への外乱が発生
する／発生した外乱に対する緩和設備が機能
喪失する可能性がある。 

制御建屋（外壁扉）の波力による損傷 同上 

タービン建屋（外壁扉）の波力による損傷 同上 

建屋止水対策の波力による損傷 
（建屋への外壁貫通部） 

同上 

５．事故シナリオの同定（１/２） 

■事故シナリオの概括的な分析・選定 
 収集したサイト・プラント情報に基づき，津波の直接的及び間接的影響を受ける可能性のある設備を具体化し，

当該設備が損傷した場合に想定される事故シナリオを抽出 

＜直接的影響＞ 
・ 浸水による設備の没水，被水 
・ 津波波力，流体力，浮力 
・ 海底砂移動 
・ 引き波による水位低下 

＜間接的影響＞ 
・ 洗掘 
・ 漂流物の衝突 
・ 津波による高ストレス 
・ 作業環境の悪化 
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選定した起因事象 説明 

外部電源喪失 
津波の敷地内浸水により主変圧器等が没水し，外部電源喪失が発生する。敷地内浸
水による他の過渡事象の発生※2も予想されるが，外部電源喪失は広範囲な緩和系
（常用系）の機能喪失となるため，他の過渡事象を代表する起因事象として選定した。 

原子炉補機冷却海水系 
機能喪失 

津波の敷地内浸水により海水ポンプ室への浸水が発生し，RSWポンプが没水して原
子炉補機冷却海水系が機能喪失する。 

敷地及び建屋内浸水 
津波により防潮堤が機能喪失した場合，敷地及び建屋内への浸水が発生し，炉心損
傷に係る何らかの外乱が発生する。 

５．事故シナリオの同定（２/２） 

■起因事象の選定 
 津波により誘発される起因事象を選定するため，以下に示すフローを用いて事故シナリオを分析 
 この結果，スクリーニングで除外されずに残った事故シナリオに含まれる起因事象として，「外部電源喪失」，

「原子炉補機冷却海水系機能喪失」及び「敷地及び建屋内浸水」の3事象※1を選定 

※1 「外部電源喪失及び原子炉補
機冷却海水系機能喪失」は
「外部電源喪失」及び「原子炉
補機冷却海水系機能喪失」の
組合せで発生する事象である
ことから，「外部電源喪失」及
び「原子炉補機冷却海水系機
能喪失」を個別に起因事象とし
て選定 

※2 T/Bの浸水に伴い発生する起
因事象は外部電源喪失に包
絡されると想定したため，フ
ロー上での記載は省略（津波
の影響が建屋内に及ぶ場合，
既に主変圧器等の没水による
外部電源喪失が発生している
可能性が高いため） 

※1 



10 

６．確率論的津波ハザード評価 

■確率論的津波ハザード評価 
 津波PRA学会標準，公益社団法人土木学会原子力土木委員会津波評価小委員会「原子力発電所の津波評価

技術2016」，社団法人土木学会原子力土木委員会津波評価部会「確率論的津波ハザード解析の方法（2011）」
及び2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見等を踏まえて，確率論的津波ハザード解析を実施 

 津波発生領域は，2011年東北地方太平洋沖地震から得られた知見等を踏まえ，津波PRA学会標準に示される
領域に加え，プレート間地震と津波地震の連動型地震を考慮 

 本評価で使用する津波ハザード曲線は下図のとおり 

十勝沖・根室沖
（①単独）

三陸沖北部

（②単独）

東北地方太平洋沖型
の地震（③単独）

房総沖

色丹島沖～択捉島沖

コード 名称

JTN2 宮城県沖

JTN3 三陸沖南部海溝寄り

JTN2+JTN3 宮城県沖＋三陸沖南部海溝寄り（連動）

JTS1 福島県沖プレート間

JTT 津波地震

JTNR 海洋プレート内の正断層型地震

①単独 十勝沖・根室沖の連動地震

②単独 三陸沖北部の連動地震

③単独 東北地方太平洋沖型の地震

①＋② 十勝沖・根室沖から三陸沖北部の連動地震

択捉島沖～房総沖 択捉島沖から房総沖の連動地震

■検討対象領域

：検討対象とした領域

（概略検討により，ハザード曲線に与える影響の大きい地震を抽出）

確率論的津波ハザード評価における検討対象領域 

敷地前面（水位上昇側）の津波ハザード曲線 

津波水位（O.P. ,m）

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

0 10 20 30 40 50

年
超

過
確

率

津波水位（Ｏ．Ｐ．，ｍ）

年
超

過
確

率

津波分類※ 津波高さ 
津波発生頻度 

［／年］ 

1 O.P.29m～35.2m 4.1×10-6 

2 O.P.35.2m～38.6m 3.3×10-7 

3 O.P.38.6m～ 1.1×10-7 

※ 津波分類の考え方は次ページ以降参照 
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機能喪失確率 

浸水深 
または 

津波高さ(m) 

1.0 

0 

機器設置高さ 
または設計値 

建屋・機器フラジリティ評価結果(例) 

７．建屋・機器フラジリティ評価 

■評価対象と損傷モードの決定 
 「事故シナリオの同定」で選定した設備について津波損傷モードを検討し，フラジリティを評価。 

・「○」：当該損傷モードが設備の機能喪失要因となることを想定した。 
・「－」：当該損傷モードにより設備は機能喪失しない。 
・「＊1」：当該損傷モードが設備の機能喪失要因となる可能性はあるが，この影響は没水／被水による機能喪失に包絡されるとした。 
・「＊2」：当該損傷モードが設備の機能喪失要因となる可能性はあるが，この機能喪失の可能性は小さいと想定し，この影響は考えないこととした。 

■建屋・機器フラジリティの検討結果 
 没水及び波力に対する機器のフラジリティ曲線は右図に示すステップ状とし，

建屋・機器フラジリティは以下の考え方を適用 
(1) 主変圧器等，RSW／HPSWポンプ及び燃料移送ポンプは，敷地内浸水の

開始と同時に没水し機能喪失 
(2) 防潮堤はO.P.38.6mを超える津波高さで波力により損傷 
(3) 建屋内の起因事象を緩和する設備は，浸水深が機器設置高さ（例えば，

基礎高）に至ることで機能喪失 

機器のフラジリティ曲線 
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８．事故シーケンス評価（１/１１） 

■津波分類の考え方 
 事故シーケンス評価を実施するにあたり，津波分類を以下のとおり設定 

津波分類 
津波高さ 

[m] 

発生頻度 
(平均値) 
[／年] 

全CDFへの 
寄与割合 

イメージ図 津波分類の考え方 

1 29.0～35.2 4.1×10-6 5.2% 

■ 女川２号原子炉建屋周辺への浸水 
• 敷地内浸水により，設置高さが敷地面とほぼ同じであ

る主変圧器等，RSW／HPSWポンプ及び燃料移送ポン
プが機能喪失 

• これらをサポート系として用いる系統・設備が機能喪失 
• RCIC使用可能 

2 35.2～38.6 3.3×10-7 0.4% 

■ 女川２号原子炉建屋周辺への浸水 
■ 空調ルーバからの建屋内へ浸水 
• 敷地内浸水により，設置高さが敷地面とほぼ同じであ

る主変圧器等，RSW／HPSWポンプ及び燃料移送ポン
プが機能喪失 

• これらをサポート系として用いる系統・設備が機能喪失 
• RCIC使用可能（外壁扉誤開の場合は機能喪失） 

3 38.6～ 1.1×10-7 0.1% 
■ 女川２号原子炉建屋周辺への浸水 
■ 空調ルーバからの建屋内へ浸水 
• 建屋内への浸水により全注水機能喪失 

防潮堤高さ 
O.P. 29.0m 

基準津波 
O.P. 23.1m 

敷地高さ 
O.P. 13.8m 

空調 
ルーバ 

女川2号 
原子炉建屋 

外壁扉 

主変圧器 

海水 
ポンプ 

燃料 
移送 
ポンプ 
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８．事故シーケンス評価（２/１１） 

■津波による敷地，建屋内への影響及び事故シーケンスの評価 

 ＜評価手順＞ 

(a) 津波PRAで考慮するシナリオに必要な評価対象機器を選定 

(b) 津波氾濫解析結果から，外壁扉及びルーバから浸水する量を算出 

(c) 評価対象機器が設置されているエリアに対して没水高さを算出 

(d) 評価対象機器に対して，機能喪失の有無を確認，イベントツリーを作成し，事故シーケンスを評価 

 

 ＜評価手法及び条件＞ 

(a) 外壁扉及びルーバにおける単位時間当たりの浸水量から総浸水量を算出 

(b) 浸水経路を特定した上で，総浸水量をインプットとして，浸水経路上にあるエリアにそれぞれ全量流入した場

合の没水高さを算出 

(c) 機器それぞれの機能喪失高さと算出した没水高さを比較し，機器の機能喪失の有無を評価 

(d) その評価結果を基に，イベントツリーを作成し，対応する事故シーケンスを分析 

(e) 浸水シナリオは，屋外への避難時の閉め忘れによって原子炉建屋と制御建屋の外壁扉がそれぞれ1箇所（浸

水量が大きい扉を選定）ずつ開放された状態で津波が流入するケースを想定 
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８．事故シーケンス評価（３/１１） 

No. 設備名称 設置場所 
設置フロア 
高さ[O.P.] 

起因事象を引
き起こす設備 

1 主変圧器，起動変圧器 屋外 13.8m※ 

2 RSWポンプ（海水ポンプ室内の関連機器を含む） 
海水 

ポンプ室 
13.8m※ 

津波防護施
設／浸水防
止設備 

3 防潮堤 屋外 － 

4 防潮壁（除塵装置エリア，放水立坑エリア） 屋外 － 

5 建屋止水対策 屋外 － 

6 原子炉建屋 － － 

7 原子炉建屋外壁扉 R/B － 

8 制御建屋 － － 

9 制御建屋外壁扉 C/B － 

起因事象を緩
和する設備 

フロントライン系 

10 スクラム系 R/B 5.0m 

11 HPCS R/B -9.1m 

12 RCIC R/B -9.1m 

13 LPCS R/B -9.1m 

14 LPCI(RHR) R/B -9.1m 

■評価対象機器の選定 
 津波PRAの評価対象機器を以下に示す。 

No. 設備名称 設置場所 
設置フロア 
高さ[O.P.] 

起因事象を緩
和する設備 
 

サポート系 

15 CST 屋外 － 

16 直流電源系統／HPCS系 C/B 7.0m 

17 
燃料移送ポンプ（屋外の燃料移送系関連機器
を含む） 

屋外 13.8m※ 

18 
非常用交流電源系統／HPCS系 
（燃料移送ポンプを除く） 

R/B 14.0m 

19 
RSW 
（RSWポンプを除く） 

R/B -9.1m 

20 
HPSWポンプ（海水ポンプ室内の関連機器を
含む） 

海水 
ポンプ室 

13.8m※ 

21 RCW/HPCW R/B -9.1m 

※ 機能喪失する高さ。 
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津波分類 津波高さ 津波により損傷する主な機器 起因事象 

1 O.P.29m～O.P.35.2m 
・ 主変圧器等 
・ RSW／HPSWポンプ 
・ 燃料移送ポンプ 

・ 外部電源喪失 
・ 原子炉補機冷却海水系機能喪失 

2 O.P.35.2m～O.P.38.6m 

・ 主変圧器等 
・ RSW／HPSWポンプ 
・ 燃料移送ポンプ 
・ RCICポンプ 
 （原子炉建屋管理区域外壁扉機能喪失時） 

・ 外部電源喪失 
・ 原子炉補機冷却海水系機能喪失 

3 O.P.38.6m～ ・ 防潮堤の機能喪失等により敷地及び原子炉建屋内浸水し，全注水機能喪失 

８．事故シーケンス評価（４/１１） 

■津波高さ毎のシナリオ分類 
 敷地内浸水により，設置高さが敷地面とほぼ同じである主変圧器等，RSW／HPSWポンプ及び燃料移送ポンプ

が機能喪失し，これらをサポート系として用いる系統・設備が機能喪失 

 全交流動力電源喪失の状態となっているため，期待できる緩和系はRCICのみ 

 O.P.35.2m津波 とO.P.38.6m津波とでは，ルーバからの浸水の有無，原子炉建屋外壁扉の誤開放時における

RCIC機能喪失の有無に差 

 上記に基づき，津波高さに応じたプラントへの影響を識別するため，津波高さを以下の３つに分類 

• 津波分類1（O.P.29m～O.P.35.2m）：敷地内浸水の開始に伴う外部電源喪失及び原子炉補機冷却海水系機

能喪失が発生 

• 津波分類2（O.P.35.2m～O.P.38.6m）：敷地内浸水の開始に伴う外部電源喪失及び原子炉補機冷却海水系

機能喪失の発生に加えて，原子炉建屋外壁扉の機能喪失時にはRCICが没水により機能喪失 

• 津波分類3（O.P.38.6m～）：防潮堤の機能喪失等に伴う敷地及び建屋内浸水が発生し，全注水機能喪失に

至る 

津波高さ毎のシナリオ分類 
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８．事故シーケンス評価（５/１１） 

■津波による敷地内浸水解析 
 敷地前面位置でO.P.29m津波， O.P.35.2m津波及びO.P.38.6m津波の敷地内浸水解析を実施 

＜O.P.29m津波による敷地内最大浸水深分布＞ 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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８．事故シーケンス評価（６/１１） 

＜O.P.35.2m津波による敷地内最大浸水深分布＞ 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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８．事故シーケンス評価（７/１１） 

＜O.P.38.6m津波による敷地内最大浸水深分布＞ 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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８．事故シーケンス評価（８/１１） 

■津波による建屋内浸水解析 
＜原子炉建屋及び制御建屋への浸水経路＞ 

 防潮堤を越える津波による建屋への浸水は，①屋外への避難時における外壁扉の閉め忘れに起因する浸水，

②空調ルーバからの浸水によって発生 

 浸水経路及び評価対象経路は下図のとおり 

原子炉建屋原子炉棟 
外壁扉（R/B 1F） 

原子炉建屋付属棟 
外壁扉（R/B 1F） 

原子炉建屋空調ルーバ 
（R/B M2F） 

制御建屋外壁扉 
（C/B 1F） 

枠囲みの内容は防護上の観点から公開できません。 
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８．事故シーケンス評価（９/１１） 

津波分類1（O.P.29m～O.P.35.2m） 津波分類2（O.P.35.2m～O.P.38.6m） 

原子炉棟 付属棟 制御建屋 原子炉棟 付属棟 制御建屋 

建屋への浸水 
経路 

大物搬入口脇 
外壁扉 

建屋北東側 
外壁扉 

建屋南側 
外壁扉 

大物搬入口脇 
外壁扉 

建屋北東側外壁扉， 
原子炉補機(B)室排風

機室空調ルーバ 

建屋南側 
外壁扉 

浸水エリア（1F） 共通エリア 全域（一部区画除く） 共通エリア 全域 全域（一部区画除く） 共通エリア 

浸水エリア（B1F） 無し 全域 無し 全域 全域 無し 

浸水エリア（B2F） 無し 全域 空調機械(B)室側 全域 全域 全域 

浸水エリア（B3F） 共通エリア 全域 全域 全域 

機能喪失する主要 
機器（屋外） 

主変圧器等，RSW/HPSWポンプ，燃料移送ポンプ 

機能喪失する主要 
機器（屋内） 

無し RCICポンプ，RCICタービン，RCIC MCC等 

事故シーケンス 長期TB TBU 

■津波による建屋内浸水解析結果 
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８．事故シーケンス評価（１０/１１） 

津波により損傷する建屋／機器と津波分類 

No. 設備名称 設置場所 
設置フロア 

高さ 
[O.P.] 

津波分類※1 

1 2 3※2 

起因事象を引
き起こす設備 

1 主変圧器，起動変圧器 屋外 13.8m※3 × × × 

2 
RSWポンプ（海水ポンプ室内
の関連機器を含む） 

海水 
ポンプ室 

13.8m※3 × × × 

津波防護施設
／浸水防止設
備 

3 防潮堤 屋外 － ○ ○ × 

4 
防潮壁（除塵装置エリア，放
水立坑エリア） 

屋外 － × × × 

5 建屋止水対策 屋外 － ○ ○ × 

6 原子炉建屋 － － ○ ○ × 

7 原子炉建屋外壁扉 R/B － ○ ○ × 

8 制御建屋 － － ○ ○ × 

9 制御建屋外壁扉 C/B － ○ ○ × 

起因事象を緩
和する設備 

フロントライン系 

10 スクラム系 R/B 5.0m ○ ○ × 

11 HPCS R/B -9.1m △※4 △※4 × 

12 RCIC R/B -9.1m ○ △ × 

13 LPCS R/B -9.1m ○※4 △※4 × 

14 LPCI(RHR) R/B -9.1m ○※4 △※4 × 

No. 設備名称 設置場所 
設置フロア 

高さ 
[O.P.] 

津波分類※1 

1 2 3※2 

起因事象を緩
和する設備 
 

サポート系 

15 CST 屋外 － ○ ○ × 

16 直流電源系統／HPCS系 C/B 7.0m △※6 △※6 × 

17 
燃料移送ポンプ（屋外の燃料
移送系関連機器を含む） 

屋外 13.8m※3 × × × 

18 
非常用交流電源系統／HPCS系 

（燃料移送ポンプを除く） 
R/B 14.0m △※4 ×※4,7 × 

19 
RSW 
（RSWポンプを除く） 

R/B -9.1m ×※4 ×※4 × 

20 
HPSWポンプ（海水ポンプ室
内の関連機器を含む） 

海水 
ポンプ室 

13.8m※3 × × × 

21 RCW/HPCW R/B -9.1m △※4 ×※4,5 × 

※1 ○ ： 健全，△ ： 建屋外壁扉が機能喪失（閉め忘れ）した場合に機能喪失，× ： 機能喪失 

※2 津波分類3（津波高さO.P.38.6m～）は，防潮堤の機能喪失等に伴う敷地及び建屋内浸水が発生し，

全注水機能喪失に至る。 

※3 機能喪失する高さ。 

※4 敷地内への津波浸水による主変圧器等，RSW/HPSWポンプ，燃料移送ポンプの没水により，従属

的に機能喪失する。 

※5 RCW(B)は機能喪失（×），RCW(A)及びHPCWは機能喪失(△) 

※6 HPCS系のみ機能喪失(△) 

※7 D/G(B)は機能喪失(×)， D/G(A)及びHPCS-D/Gは機能喪失(△) 
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８．事故シーケンス評価（１１/１１） 

■イベントツリー 
 選定した起因事象及び炉心損傷への影響が大きい事故シナリオを考慮し，階層イベントツリーを作成 
 事故シーケンスの分析を踏まえ，全交流動力電源喪失について緩和イベントツリーを作成 

逃がし安全弁開 逃がし安全弁再閉鎖

SBO
TBP

AE

TBU

TB

原子炉隔離時

冷却系

高圧炉心

スプレイ系

損傷

クラス
備考原子炉停止

原子炉圧力制御

＜津波レベル１ＰＲＡ階層イベントツリー＞ ＜全交流動力電源喪失イベントツリー＞ 

原子炉棟 付属棟

TBD

TBD

B

SBOへ

TC

TC

SBOへ

TC

TBD

TC

TBD

SBOへ

SBOへ

TC

SBOへ

LUHS

LOSP

TC

非常用交流電源 原子炉停止
損傷
クラス

備考津波事象 防潮堤 外部電源
原子炉建屋外壁扉

直流電源
原子炉補機
冷却海水系

： 津波分類１，２の想定パス ： 津波分類３の想定パス 

• 津波による敷地内浸水に伴い，全交流動力電源
喪失が必ず発生することから，TBシーケンスが支
配的となるが，一部，ランダム故障による原子炉
停止失敗（TC）が発生（詳細は次ページ以降の事
故シーケンスグループ別炉心損傷頻度と寄与割
合を参照） 
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９．評価結果（１/２） 

津波分類別炉心損傷頻度 

津波分類 津波高さ 
津波発生頻度 

［／年］ 
炉心損傷頻度 

［／炉年］ 
寄与割合  

［％］ 

1 O.P.29m～O.P.35.2m ４．１×１０－６ ４．１×１０－６ ９０．３ 

2 O.P.35.2m～O.P.38.6m ３．３×１０－７ ３．３×１０－７ ７．２ 

3 O.P.38.6m～ １．１×１０－７ １．１×１０－７ ２．５ 

全CDF ４．５×１０－６ １００ 

■炉心損傷頻度評価結果（津波分類別） 

 全炉心損傷頻度：４．５×１０－６［／炉年］ 

 津波発生頻度が最も高い津波分類１のCDFが全CDFの約90.3％を占め，寄与割合としては最も高くなった 

 各津波分類における事故シーケンスグループは異なるが，緩和設備に期待できないため，必ず炉心損傷に至
ることから，それぞれの分類の発生頻度がそのままCDFになり，CDFの差は各分類における津波発生頻度の
差となる 

津波分類 1

津波分類 2

津波分類 3
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９．評価結果（２/２） 

事故シーケンスグループ別炉心損傷頻度 

津波分類 シーケンスグループ 
炉心損傷頻度 

［／炉年］ 
寄与割合 

［％］ 

1,2 長期TB ４．４×１０－６ ９６．９ 

3 防潮堤機能喪失 １．１×１０－７ ２．５ 

1,2 TBU １．５×１０－８ ０．３ 

1,2 TBP １．２×１０－８ ０．３ 

1,2 TBD ７．５×１０－１３ < ０．１ 

1,2 TC ７．０×１０－１４ < ０．１ 

全CDF ４．５×１０－６ １００ 

■炉心損傷頻度評価結果（事故シーケンスグループ別） 

 全炉心損傷頻度：４．５×１０－６［／炉年］ 

 長期TB（津波分類1，2）が全CDFの約96.9％を占める結果となったが，これは，津波による敷地内浸水により，
外部電源，原子炉補機冷却海水系が機能喪失後，原子炉隔離時冷却系が一定時間運転を継続するものの，
その後，蓄電池が枯渇して，原子炉隔離時冷却系が機能喪失することにより炉心損傷に至るカットセットの割
合が相対的に大きいことによる 

長期TB

防潮堤機能喪失

TBU TBP TBD

TC


